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１．管理ゾーンの放射線状況及び住民の避難（もしくは再避難）が必要とされる放射線の許容限界基準につい

て 

この問題に関するイズラエリ同志の報告を了解。 

ソ連保健省、国家水文気象委員会及び国防省によってとりまとめられた、住民の避難を要する若し



くは再避難が考えられる放射線の限界許容限界基準（添付）、並びに一連の地区において接収ゾーン

化が必要とされる基準（該当地区の位置関係を定めた地図を添付）を承認。 

特別の手段を用いて接収ゾーンを包囲し、このゾーンへの人々の無許可の立ち入り、並びに家畜及

び野生動物の進入を防ぐ厳戒態勢を敷くことが不可欠と判断。ソ連内務省及びソ連ＫＧＢは中規模機

械製作省の参加のもと、これに関して必要な文書、指令を準備すること。 

シチェーピン同志は、１９８６年５月１０日現在の放射線レベルが毎時３から５ミリレントゲンで

あった各地区の子ども、妊婦及び乳幼児の母親を対象とした夏季期間中の一時移住の妥当性について、

ソ連保健省の公式の結論を１日のうちにとりまとめ、当特別作業班に示す義務を負う。その際、その

各地区の位置関係及び移住を要する予想住民数を記した地図を添付のこと。 

国防省は、他の関係各省庁と共に、様々なレベルの放射能汚染を示す各地区に応じた、居住地点及

び環境の効果的な除染方法並びに手段をとりまとめること。 

１９８６年５月２６日の当特別作業班会議で、ウクライナ共和国及びベロルシア共和国閣僚会議議

長［政府首相］、並びにウクライナ及びベロルシア共産党中央委員会書記の参加のもと、新たに放射

線レベルの上昇が判明した各地区からの避難を必要とする人々の移住、それらの人々に対する然るべ

き社会生活条件の整備について検討することが必要と判断。 

バタリン同志に対し、関係省庁及びウクライナ共和国並びにベロルシア共和国閣僚会議［政府］の

参加のもと、接収ゾーンからの避難民に対する定住用住居の保障措置に関するソ連共産党中央委員会

及びソ連閣僚会議［政府］決議案を１週間のうちに用意するよう委任。 

ムラホフスキー同志に対し、放射能高汚染地区で生産される農産物及び畜産製品の除染並びに再利

用策に関する決定を２日間のうちにとりまとめ、当特別作業班に審議のため提出するよう委任。 

ソ連財務省及びソ連国家労働委員会は、接収ゾーンからの避難民を第一とした、チェルノブイリ原

発事故に伴う住民の物質的損害に対する補償規則に関する提言を１週間のうちに提示すること。 

アフロメエフ同志に対し、避難民の帰還が可能な各居住地点に対する除染作業を最優先に組織する

よう委任。対象地区を明確にした除染作業計画を、本年５月２８日の当特別作業班会議に提出するも

のとする。 

 

２．高性能放射線測定器のフィンランドでの買い付けについて 

放射線測定器のフィンランドでの買い付けに関する国家水文気象委員会の申し入れを了承。 

対外貿易省（アリストフ同志）に対し、「Ｂａｌｌａｋ」社（フィンランド、トゥルク市）と交渉

を行い、国家水文気象委員会提出のリストに基き、総額５０万ドル相当で同委員会用に装備、機材類

を購入する合意を交わすよう委任。 

 

３．事故処理作業の進捗状況について 

この問題に関するヴォロニン同志の報告を了解。 

チェルノブイリ原発敷地内に堆積した放射性物質の、プリピャチ川への流入防止に向けた作業、並

びに同原発第１･２号炉、建設生産拠点、コンクリート工場の除染作業を加速させることの必要性に

ヴォロニン同志は注意を払うこと。 

 

４．ＩＡＥＡ臨時総会について 

この問題に関するペトロシヤンツ同志の報告を了解。 



 

５．３０キロメートル圏の除染処理策に関するソ連共産党中央委員会及びソ連閣僚会議決議案について 

この問題に関するシチェルビナ同志の報告を了解。 

シチェルビナ同志に対し、当会議で定められた許容放射能汚染レベルを考慮の上、上記文書案を修

正し、１９８６年５月２６日に当特別作業班へ検討のため提出するよう委任。 

 

６．ソ連電力電化省次官の追加職務について 

チェルノブイリ原発事故対策の組織化の必要性が生じていることに伴い、ソ連電力電化省次官に追

加職務を導入する案件について、特例としてにシチェルビナ同志の提言に同意する。 

ソ連電力エネルギー省は、定められた形に則って提言を示すこと。 
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